
 

 

 
 

平成 30年１月 23日 

各 位 

会 社 名 株式会社ニュートン・フィナンシャル・コンサルティング  

代 表 者 名 代表取締役社長  山岸  英樹 

（コード番号：7169 東証 JASDAQ） 

問 合 わ せ 先 管理本部長     牧瀬  正典 

 （TEL.03-6233-0352） 

 

 

株式会社ヤマダ電機との業務提携に関するお知らせ 

 

 

当社は平成 30 年１月 23 日に、株式会社ヤマダ電機(本社：群馬県高崎市、代表取締役社長：桑野 光正 東

証第一部：9831、以下「ヤマダ電機」といいます。)との間で、顧客情報提供に関する業務提携契約を締結い

たしましたのでお知らせいたします。 

 

 

１．業務提携の理由 

 当社は、保険代理店としてお客様のあらゆるニーズに対応するため、テレマーケティング、保険ショップ、

訪問販売、Web すべての販売チャネルを構築し、保険の提案を行っております。保険の加入は就職、結婚、出

産など生活環境の変化をきっかけとされるお客様が多く、当社では適切なタイミングで保険の提案を行うため、

お客様との接点拡充を図ってまいりました。 

ヤマダ電機は、日本最大の家電専門店として家電販売を基盤とした新たな事業領域の開拓と構造改革の推進

を積極的に行っており、ヤマダ電機のリアル店舗のプラットフォームを活用した事業モデル構築に取り組んで

おります。 

そこで当社はヤマダ電機との業務提携によって、ヤマダ電機店舗内に家計相談予約ブースを展開し、家電購

入に来店されるお客様へ保険提案のアプローチを行ってまいります。ヤマダ電機へ来店されるお客様には、生

活環境の変化をきっかけに家電購入を行うお客様も多く、保険の提案は親和性が高く、両社の企業価値向上が

図れるものと考えております。 

 

２．業務提携の内容等 

当社がヤマダ電機店舗内へ家計相談予約ブース「保険相談ナビ」をオープンし、ヤマダ電機が保険加入希望

者の紹介を行うものであります。 

平成 30年１月 24日に、ヤマダ電機「LABI1なんば」への出店を皮切りに今後全国へ拡大する見通しです。 
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３．業務提携の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社ヤマダ電機 

（２） 所 在 地 群馬県高崎市栄町１番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 桑野 光正 

（４） 事 業 内 容 家電・情報家電等の販売事業 

（５） 資 本 金 71,058百万円（平成 29年３月 31日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 58年９月 

（７） 大株主及び持株比率 

株式会社テックプランニング 6.75% 

ゴールドマンサックスインターナショナル(常任代理人 ゴールド 

マン・サックス証券株式会社) 5.02% 

ソフトバンクグループ株式会社 4.99% 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 平成 27年３期 平成 28年３期 平成 29年３期 

 連 結 純 資 産 509,397百万円 557,722百万円 585,547百万円 

 連 結 総 資 産 1,122,407百万円 1,146,722百万円 1,159,456百万円 

 １ 株 当 た り 連 結 純 資 産 643.03円 666.03円 697.46円 

 連 結 売 上 高 1,664,370百万円 1,612,735百万円 1,563,056百万円 

 連 結 営 業 利 益 19,918百万円 58,158百万円 57,895百万円 

 連 結 経 常 利 益 35,537百万円 62,734百万円 66,040百万円 

 
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 
9,340百万円 30,395百万円 34,528百万円 

 １株当たり連結当期純利益 11.73円 38.22円 43.00円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 6.00円 12.00円 13.00円 

 

４．日 程 

（１） 契 約 締 結 日 平成 30年１月 23日 

（２） 事 業 開 始 日 平成 30年１月 24日（予定） 

 

５．今後の見通し 

 本提携が当社業績に与える影響は現時点では軽微であるものと考えております。なお、今後公表すべき事項

が発生した場合には速やかにお知らせいたします。 

 

 

 

以 上 
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